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１ はじめに
本研究で取り上げる青年学校とは、昭和10年に公布・実施された「青年学校令」によって全国一
斉に設置された、勤労青年を対象とした中等教育機関である。それまで既存の小学校等に併置され
ていた「実業補習学校」と「青年訓練所」とが統合されたもので、昭和14年の「改正青年学校令」
によって、尋常小学校普通科（６年間）卒業以上の全ての男子に対して普通科２年、本科５年、19
歳までの就学が義務づけられたものであった。青年学校令に遅れて昭和16年に公布された「国民学
校令」では、昭和19年度から国民の義務就学期間を８年間に延長すること??が規定されていたが、戦
局の悪化によってその執行は停止され??、そのまま終戦を迎えることとなった。戦後の教育改革に
よって新学制が実施されるまで、我が国には二つの異なる義務教育の系統が存在したのである。
青年学校は予算や人員も十分とは言えず、既存の小学校の施設・設備を借用したところがほとん
どで、日中の仕事を終えて集まる勤労青年に対する夜学や日曜学校のような形態ではあっても、困
難な時代に中等普通教育を実現していた事実は教育史上まさに画期的なできごとであった。
青年学校とその教員養成機関である青年師範学校がどのような経緯で生まれ、その後どのように
変遷していったのか。その道筋をたどることは、すなわち広く一般の勤労青年達にどのようにして
教育の機会が与えられていったのかを見つめることに他ならない。
ここでは主に新潟県南蒲原郡加茂町にあった新潟青年師範学校と近在の青年学校の事例を取り上
げ、新潟県中越地域における中等普通教育成立過程を概観する。
２ 青年学校成立までの経過
⑴ 明治期の教育
明治５年に公布された「学制」によって我が国の近代学校教育制度は始まった。学制の序文であ
る太政官布告「被仰出書」には、「今般文部省ニ於テ學制ヲ定メ追々教則ヲモ改正布告ニ及ブベキニ
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ツキ自今以後一般ノ人民華士族農工商及女子必ズ邑ニ不學ノ戸ナク家ニ不學ノ人ナカラシメン事ヲ
期ス??」と有り、国民皆教育を高らかに宣言していた。文部省は学制公布に先立ち正院（太政大臣）
に「小學教師教導場ヲ建立スルノ伺」を提出、速やかに認可を受け、同年秋に東京師範学校を開校
した。教師の養成は教育普及の要であり、翌明治６年には大阪、宮城に、明治７年には愛知、広島、
長崎、新潟に師範学校が設置された。
壮大な理想をもって公布された「学制」であったが、そこに謳われた「下等小學ハ六歳ヨリ九歳
マデ上等小學ハ十歳ヨリ十三歳マデニ卒業セシムルコトヲ法則トス??」という８年間の就学年限の
実現は、財政基盤の弱い新政府にとって難題であった。学校設立や教員の給与、毎月の月謝など教
育費の負担を強いられた地方や民衆の反発は大きく、明治12年には学制に替わって新たに「教育令」
が公布された。「学制」には「事情ニヨリ一概ニ行ハレサル時ハ斟酌スルモ妨ケナシトス」との但し
書きがあったが、就学義務年限が３年となったのは明治13年「改正教育令」、明治14年「小学校教則
綱領」制定からであり、明治23年の小学校令改正によって４年となり、明治40年にようやく６年に
改正され初等教育の義務化が実現した。全国民に中等普通教育が実施されたのは、それからさらに
40年の歳月を経た昭和22年４月のことであった。
⑵ 実業補習教育の広がり
開国から四半世紀余りを経て本格的に産業革命の進展が始まった明治26年、「実業補習学校規
程??」が制定された。小学校の就学率がようやく50パーセントを超えた頃であり、その目的は「諸般
ノ實業ニ従事セントスル児童ニ小學校敎育ノ補習ト同時ニ簡易ナル方法ヲ以テ其ノ職業ニ要スル知
識技能ヲ授クル」とされた。小学校の校舎・備品を借り、日曜日や夜間、季節の授業を以て修身、
表２-１ 明治期の本県実業補習学校数の変遷??
年 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45
県 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 5 5 4 4
郡 立 0 0 0 0 1 2 1 0 1 1 1 2 1 1学
校
数
市町村立 1 2 4 5 16 19 31 74 98 132 159 204 246 282
私 立 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 3 2 3 3
合 計 1 2 4 6 18 22 33 75 100 136 168 213 254 290
農 業 0 0 2 5 13 15 25 65 88 122 146 186 217 250
商 業 0 0 0 1 3 5 4 6 9 9 14 12 14 11
水 産 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3 5 6 7
校
種
別
数
工 業 0 0 0 0 0 0 1 2 2 3 4 3 4 3
商 船 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
そ の 他 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 6 12 18
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読書、習字、算術などの各教科の他、工業、商業、農業、水産など土地の事情に応じた実業教育を行
うもので、尋常小学校を卒えた勤労青年に教育の機会を与えるきっかけとなる取り組み??であった。
実業補習学校は、明治32年「実業学校令」の制定に当たって、実業学校の一種として位置づけら
れることになり、明治35年の実業補習学校規程改正によって、小学校以外の実業学校への設置や、
三年間の修業年限を廃して科目制の履修を認めるなど開設要件が大幅に緩和??され、飛躍的に増加
しつつ大正期へと進んだ。新潟県の実業補習学校数は明治末に290校に達し、十年後の大正11年には
646校を数えている。この年の新潟県では、尋常小学校卒業後、高等小学校や実業補習学校に進学す
る者は合わせて60パーセントを超え、中学校や高等女学校、実業学校等への進学者を含めて全体の
70パーセント余りの生徒が上級学校へ進んでいる??。その一方で、全体の30パーセント余りの生徒が
小学校卒業のまま実社会に出され、何らの教育を施されることなく青年期を過ごすことは、県勢発
展の観点からも看過することのできない問題???であった。県知事太田政弘の着任以後、「実業補習教
育振興訓令???」、「本県の実業補習教育是???」、「新潟県実業補習学校施策要項」等が発せられ、大正11
年３月には、県令を以て加茂農林学校内に「県立農業補習学校教員養成所」が開設されるなど、急
速に充実・強化が図られることとなった。
⑶ 青年訓練所の設置
大正10年10月から翌11年２月にかけ米国ワシントンで開かれた国際会議に於いて、英米日仏伊五
カ国の海軍軍縮条約が締結された。軍縮の影響は海軍のみならず陸軍にも及んだが、現役兵の削減
を兵役前の青少年に対する訓練で補うことが計画され、余剰となった将校が教練の任に当たること
になり、大正14年に中等以上の官立・公立学校で学校教練???が始まった。大正15年には「青年訓練所
令」と「青年訓練所規程」が公布され、後期中等教育期間に相当する16歳から20歳までの一般勤労
青年を対象とした青年訓練所が発足することになった。
青年訓練所は既存の実業補習学校と同じ青年層を対象にしており、小学校や実業補習学校に併置
することを原則としていたため、同一の小学校に複数の教育機関が並立することになった。教練科
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表２-２ 青年訓練所と実業補習学校の比較
青年訓練所 年間授業時数 実業補習学校 年間授業時間
前期 ２年
工商
農水
280～420
200～320
就学期間 ４年 毎年200
後期 ２～３年
工商
農水
210～420
160～320
対象年齢 16～20歳 13～17歳
学科目
修身及公民科、普通学科、
職業科、教練科
修身、国語、数学、理科、職業
※歴史、地理、体操、法制、
経済、簿記、外国語、その
他科目を適宜追加できる
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の有無という違いはあるものの、修身及公民科、職業科、普通学科など実業補習学校と教授科目が
重複し、小学校教員が実業補習学校に加えて青年訓練所指導員も兼務することになり負担が大き
かった。しかも、この時点では実業補習学校は中等教育機関として認められておらず、実業補習学
校に在籍する生徒は青年訓練所への入所も求められたため、二重学籍を持つ者が半数もいる???とい
う状態であった。
このため発足当初から青年訓練所と実業補習学校との整理・統合を求める声は根強いものがあり、
文部省と陸軍省の協議の末、昭和10年４月「青年学校令」が公布され、両者は一本化されて新たに
「青年学校」として出発することになった。
３ 青年学校の成立と発展
⑴ 青年学校の教育課程
青年学校の目的は尋常小学校卒業後、中等以上の学校に進学せず実務に就く一般勤労青年に対し
て、男子は入営まで、女子は結婚の前日まで「其ノ心身ヲ鍛錬シ徳性ヲ涵養スルト共ニ職業及實際
生活ニ須要ナル知識技能ヲ授ケ以テ國民タルノ資質ヲ向上セシムル???」ことである。青年学校の課程
は、普通科（２年）、本科（５年、女子は３年）、研究科（１年以上）及び専修科（３ヶ月以上１年
以内）に区分され、青年期の男女が成年に達するまでの教育を行った。普通科と本科は青年学校の
表３-１ 男子の教授及訓練科目と時間数???
修身及
公民科
普通
学科
職業科 体操科 教練科 合 計
第一年 20 90 60 40 - 210
普通科
第二年 20 90 60 40 - 210
第一年 20 50 70 - 70 210
第二年 20 50 70 - 70 210
本 科 第三年 20 90 - 70 180
第四年 20 90 - 70 180
第五年 20 90 - 70 180
表３-２ 女子の教授及訓練科目と時間数???
修身及
公民科
普通
学科
職業科
家事及
裁縫科
体操科 合 計
第一年 20 80 80 30 210
普通科
第二年 20 80 80 30 210
第一年 20 50 110 30 210
本 科 第二年 20 50 110 30 210
第三年 20 50 220 30 210
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基本課程とされ、普通科に入学することを得るのは「尋常小學校卒業者又ハ之ニ相当スル素養アル
者トス」とされ、本科に於いては「（靑年學校）普通科修了者、高等小學校卒業者又ハ之ニ相当スル
素養アル者トス???」とされた。
青年学校の「教授及訓練科目」は、修身及公民科、普通学科、職業科、家事及裁縫科、体操科、
教練科の六つに大別され、他の学校で通常「学科目」、「教科」と呼ばれているものに当たる。青年
学校は男女青年が業務の余暇を利用して就学し、生徒と土地の事情に応じた教育を行うことが本旨
であり、科目を細分することなく、総合的に取り扱うところが他の学校と異なる点である。
⑵ 義務制の実施
二・二六事件の後に発足した廣田内閣は大規模な粛軍と庶政刷新を掲げ、教育の改善にも意欲的
であった。内閣総理大臣の諮問機関として「教育審議会???」を置き、平生 三郎文相の下で、かねて
からの懸案であった義務教育年限延長問題???も話し合われることになった。しかし、廣田内閣の政権
基盤は磐石ではなく、議会内の軍部と政党との衝突???を押さえきれず総辞職となり、当初決定してい
た「尋常小学校６年間に加えて、高等小学校の２年間を合わせた義務就学年限８年への延長」とい
う計画も先送りとなった。昭和12年７月の蘆溝橋事件以後、日本の戦時体制は急速に強化され、陸
軍省が主導する形で青年学校の義務化が進められることになった。
昭和13年１月13日の第二回教育審議会総会を経て、第七十三回帝国議会に於いて青年学校義務制
実施が決まり、昭和14年４月「青年学校令」改正を以て義務制が実施に移された。昭和14年度に、
普通科第一学年に入学する男子から順次開始し、昭和20年度には普通科２年、本科５年の義務就学
を完成するというもので、男子に於いては尋常小学校の６年間と合わせて、13年間の義務教育が行
われることになり、兵役を以て「教育の完成」を見る軍部の思想がここに実現したのであった。
時局柄、このように男子を優先した変則的義務制の推進は無理からぬところであるが、表３-３に
示すように本県の青年学校生徒数は普通科に於いては女子の方が就学者が多く、本科に進むと女子
の就学者が激減することの方がむしろ問題であった。これは、女子について義務制をとらなかった
こと???の他、出稼ぎ労働者として他県に出てしまう者が多いこと、農山村が多く夜間の通学に不便を
来すという本県特有の事情も大きく影響していた。「青年学校施行規則」は昭和14年の「青年学校令」
改正に伴い通年制と昼間部での教授及訓練を原則としたが、急速な施設・設備の充実や人員充足は
望むべくもなかったものの県としても振興策を打ち出し???、それに伴って女子の就学事情は徐々に
表３-３ 本県公立青年学校生徒数の推移???
昭和10年 昭和11年 昭和12年 昭和13年 昭和14年 昭和15年 昭和16年
男子 6,308 5,278 4,493 4,747 4,784 4,336 4,375
普通科
女子 6,637 6,773 7,065 7,492 7,482 7,533 7,500
男子 40,657 40,288 40,011 43,724 46,775 47,704 46,968
本 科
女子 9,830 10,401 11,370 12,621 12,843 14,450 15,207
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改善されていった。
⑶ 新潟県中越地域に於ける状況
青年学校令公布から一年を経た昭和11年４月時点では、本県には独立校舎を持つ青年学校はまだ
一ヶ校も存在しておらず、専用の教室を持っているものも極わずかであった。三條市および南蒲原
郡における主な青年学校の設置状況を見ても、県内他市町村の例に漏れず専任教員の不足ぶりが目
立つ。普通科に於いては女子の就学が多く、本科になると女子生徒の数が大きく減少する傾向も同
様である。商人の町として知られた三條市は、男子は第一商工、第二商工、女子は工芸学校に区別
されており、唯一共学の農業青年学校も本科の女子が７名在籍しているのみである。普通科に於け
る女子生徒数の割合が少ないのは都市部の青年学校に共通の傾向で、三條市、加茂町、見附町が同
水準であり、都市周辺の井栗村、大崎村、田上村、大島村とやや増え、農村部の長澤村、森町村、
鹿峠村、大面村、須頃村では女子の割合が大きく増えている。都市部と違って農村部では、義務制
実施以前から青年学校が女子教育に大きな役割を果たしていたことが読み取れる。
長澤青年学校は、前身の長澤実業補習学校時代の明治44年から、村内各集落の青年団を組織した
表３-４ 昭和11年度の三條市および南蒲原郡における主な青年学校の状況???
普通科 本 科
教員数
設置者 位 置 生徒数 生徒数
専任 兼任 男子 女子 男子 女子
三條市立第一商工青年学校 三條市 三條第一小学校併置 1 17 36 - 117 -
三條市立第二商工青年学校 三條市 三條第二小学校併置 1 11 47 - 114 -
三條市立農業青年学校 三條市 三條第三小学校併置 0 12 10 - 84 7
三條市女子工芸学校 三條市 三條第二小学校併置 3 8 - 60 - 72
井栗青年学校 井栗村 井栗小学校併置 0 23 43 31 239 79
大崎農業青年学校 大崎村 大崎小学校併置 1 20 12 36 153 50
下條村立青年学校 下條村 下條小学校併置 1 8 - 14 60 14
加茂青年学校 加茂町 加茂小学校併置 2 28 25 29 220 45
田上青年学校 田上村 田上小学校併置 2 17 37 34 207 71
大島青年学校 大島村 大島小学校併置 0 8 16 24 70 30
須頃青年学校 大島村 須頃小学校併置 0 7 6 9 38 30
森町農業青年学校 森町村 下田小学校併置 0 21 9 57 152 84
鹿峠農業青年学校 鹿峠村 飯田小学校併置 0 13 12 19 102 72
長澤青年学校 長澤村 長澤小学校併置 1 14 15 38 142 73
大面青年学校 大面村 大面小学校併置 2 24 16 36 124 86
見附青年学校 見附町 見附小学校併置 3 36 25 29 325 66
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青年会を基盤として、正会員は丁年まで全員が補習学校に入ることを決議し、「會員は即ち補習學校
生徒なり」として就学を奨励するなど、村を挙げて補習教育の振興に取り組んでいた学校である。
一坪農業、共同試作田、講話会、教育点呼、修学旅行の実施など特色のある教育???を展開していた。
大面村立青年学校も同様で、前身の大面実業補習学校時代の大正10年に、８つの分教場と４つの
夜学会場に分かれていたものを整理統合して全面的に刷新を図った???ものであった。すなわち、男女
ともに就学を義務制とし、男子は夜間部、女子は通学の容易な半日制とし、学科担任制の教授を行
うなど進歩的な体制を敷いていた。職業科と理科に加えて、体操、公民、唱歌などの学科も開設さ
れ、300名以上の生徒数を有し、注目を集めていた存在であった。
⑷ 青年師範学校の設置
このように土地の事情に応じて差はあるものの、青年学校の教育は徐々に普及・改善が図られて
いった。昭和10年の青年学校令公布に伴い「青年学校教員養成所令???」、「青年学校教員養成所規程???」
が定められ、南蒲原郡加茂町にある加茂農林学校内に設置されていた県立農業補習学校教員養成所
は「県立青年学校教員養成所」に改められ、昭和13年５月には修業年限一ヶ年の「臨時教員養成所」
を加え、昭和15年４月には長岡女子師範学校に「県立女子青年学校教員養成所」を併設するなど、
専任教員の養成が軌道に乗り始めた。
青年学校教員養成所は昭和19年２月の「師範教育令???」改正を以て官立移管されることになり、昭
和19年４月、修業年限を三ヶ年とした「新潟青年師範学校」が成立した。長岡女子師範学校に併設
されていた県立女子青年学校教員養成所は「新潟青年師範学校女子部」に改められ、官立移管に合
わせて南蒲原郡加茂町の加茂高等女学校に移された。
募集人員も、昭和10年の20名から、昭和12年には30名に増やされ、昭和13年には臨時教員養成所
の30名、昭和15年には女子部25名を加え、昭和20年４月には各学年とも男子部80名、女子部40名に
拡充され、新潟師範学校、高田師範学校と並ぶ規模へと発展???した。
表３-５ 昭和12年度郡市別公立青年学校生徒数（抄)???
公立青年学校数 専任教員数 生徒数
合計 工業 農業 商業 水産 商船 その他 男子 女子 男子 女子
新 潟 市 10 0 0 1 0 0 9 6 1 1,082 125
長 岡 市 10 1 2 3 0 0 4 0 1 732 67
三 條 市 4 0 1 1 0 0 2 2 4 404 185
南蒲原郡 26 0 23 0 0 0 3 20 20 3,117 1,862
全 県 595 2 494 21 5 0 73 356 301 48,943 20,749
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４ 戦時下の青年学校
⑴ 私立青年学校の充実
第二次世界大戦以前の昭和12年から、我が国は既に中国と戦争状態に入っていた。日本軍は当初、
戦争は短期に終結すると考えていたが、中国軍の徹底抗戦に遭い長期化、やがて連合国との協定交
渉に行き詰まり、第二次世界大戦へと突き進んでいった。戦時下に於いて徴兵が強化され、各種兵
器の製造など生産現場での総力戦が始まり、軍需関連の工場に附設される私立青年学校が急増して
いった。三條市だけでも、昭和16年３月に野水工業青年学校（三條市新保）が設置されたのを皮切
りに、三条機械青年学校（三條市四日町）、高亀工業青年学校（三條市田島）、田中青年学校（三條
市島田）、長谷川工業青年学校（三條市島田）、三條航空機青年学校（三條市新保）、高野航空機製作
所青年学校（三條市古城町）の７ヶ校が次々に設立され、昭和20年４月には普通科・本科・研究科
男女合わせた生徒数は958名???に達している。三條市の青年学校では、昭和20年４月現在で私立青年
学校に在籍している生徒数が全体の37.5％を占め、女子部においても本科３年を除く全ての学年、
研究科で男子の生徒数を上回っており、都市部の私立青年学校の充実ぶりが見て取れる。
公立青年学校を合わせた全体の生徒数から見ても、未だ義務制の実現を見ていないにも拘わらず
女子の割合は男子に近づきつつある。男女勤労青年に対して「職業及實際生活ニ須要ナル知識技能」
を授ける青年学校の本旨が戦時下において正に遺憾無く発揮され、国民生活が戦争に巻き込まれて
いく過程で、男女とも形の上では中等教育が実現しつつあったことが分かる。
表４-１ 本県私立青年学校の設置状況と生徒数???
昭和13年 昭和14年 昭和15年 昭和16年 昭和17年 昭和18年
26 35 41 43 51 60学 校 数
男 子 61 255 240 248 131 95
普 通 科
女 子 728 1,416 799 496 538 476
男 子 4,306 6,415 7,029 7,046 8,654 14,174
本 科
女 子 1,375 2,393 2,069 2,071 3,162 3,970
表４-２ 昭和20年度三條市青年学校生徒数???
普 通 科 本 科 研 究 科
合計
１年 ２年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 １年 ２年
男子 29 58 195 159 213 169 136 74 7 1,040
公立
女子 32 46 114 141 130 - - 68 25 556
男子 4 8 78 96 131 90 63 26 - 496
私立
女子 11 13 115 140 64 - - 89 30 462
男子 33 66 263 255 344 259 199 100 7 1,536
合計
女子 43 59 229 281 194 - - 157 55 1,018
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⑵ 勤労動員と新潟青年師範学校
戦況の悪化につれ、教育の戦時体制は強化されていった。昭和17年１月から「国民勤労報国令施
行規則」に基づく学徒の勤労動員が開始され、昭和18年10月には「教育ニ関スル戦時非常措置方策」、
「在学徴集延期臨時特例」が決定され、12月には文系の大学生や専門学校生の学徒出陣が始まった。
昭和19年３月には「決戦非常措置要綱ニ基ク学徒動員実施要綱」が閣議決定され、８月の「学徒勤
労令」公布を以て、中等学校以上の生徒は軍需工場等に通年動員されることになった。新潟青年師
範学校でも、男子部生徒は加茂近郊の農村の労力奉仕や北海道空知地方への援農、物資の貨車積み
込み作業等に従事し、女子部は三年生40名が終戦まで富山市の不二越岩瀬工場に挺身隊員として動
員???されるなど、昭和19年になると「ほとんど勉強らしい勉強はできない???」状態であった。
本土決戦が叫ばれる中、昭和20年３月には「決戦教育措置要綱」を閣議決定、４月から国民学校
初等科を除く全ての学校の授業が停止された。５月には「戦時教育令」が公布され、食糧増産、軍
需生産、防空防衛を目的として各学校に「学徒隊」が組織されるに至り、我が国の教育は混乱状態
に陥ったまま終戦の日を迎えたのである。
５ 戦後の青年学校と青年師範学校
⑴ 青年学校生徒の動向
全国各地の軍需工場等に設置されていた私立青年学校は、工場の閉鎖や生産停止に伴い生徒たる
青年工員を失い、次々と閉鎖???された。これらの私立青年学校に在籍していた生徒は、現住地区の公
立青年学校への転校措置がとられ、戦場や勤労動員先から復員した生徒も戻り、教練科を除いた教
授及訓練が再開された。
昭和20年９月15日には文部省から「新日本建設ノ教育方針???」が示され、「従来ノ敎育方針ニ検討
ヲ加へ新事態ニ即応スル敎育方針ノ確立ニツキ鋭意努力中デ近ク成案ヲ得ル見込デアルガ今後ノ敎
育ハ益々國体ノ護持ニ努ムルト共ニ軍國的思想及施策ヲ払拭シ平和國家ノ建設ヲ目途トシ」て、教
育の体勢については、「決 敎育ノ體勢タル學徒隊ノ組織ヲ廢シ 時的敎育訓練ヲ一掃シテ平常ノ敎
科敎授ニ復帰スルト共ニ學校ニ於ケル軍事敎育ハ之ヲ全廢シ尚 争ニ直結シタル學科研究所等モ平
和的ナモノニ改変シツツアル」とされていた。
昭和20年12月には、文部省学校教育局青少年教育課長名で「青年学校教授及訓練指針及要目ニ關
スル件」として、教授及訓練科目・要目の全面的改正や青年学校制度の再検討を待つ間の臨時的措
置が通達され、「文化國家、平和國家建設ヲ目途トセル新敎育方針ヲ樹テ之ガ實行ヲ期スルコト」、
「地方ノ實情ニ即スル実施要目ヲ編成シ之ニ準據シテ有効適切ナル敎育ヲ行フコト」になった。
⑵ 新制中学校・高校の設立
昭和21年３月、連合国軍最高司令官総司令部（GHQ）の要請に基づいて米国教育使節団が来日し
た。この使節団のまとめた報告書の内容は総司令部によって全面的に支持され、占領教育政策の基
本文書となった。男女共学の実施、義務教育の延長、教育の地方分権制、公選制の教育委員会の設
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置、教育学部の創設など、教育のあらゆる分野に渡って様々な勧告と提言が行われた。
この勧告の中で、義務教育は９年間とし、国民学校６年間の次の３年間は「下級中学校」で送る
新制国民学校とし、その上に３年制の「上級中学校」を設ける６・３・３制が提案された。下級中
学校はこの「９年制の年限が喰い込む種々の学校」を「併合したり修正したりして」作られるとさ
れ、国民学校高等科や青年学校の普通科・本科を合わせる形である。こうした勧告は教育刷新委員
会の建議を経て「教育基本法」、「学校教育法」に結実し、昭和22年４月には新制中学校が発足し、
全ての男女に中等普通教育が実現したのである。
翌昭和23年４月に発足した新制高校は、義務制とはならなかったものの、全日制の他に定時制と
通信制の課程も設けられ、広く勤労青年に学習の機会を与えるものであった。青年学校はここに発
展的に解消したのであった。
⑶ 新制新潟大学の設立
青年師範学校が併設されていた加茂農林学校は昭和16年に火災で校舎を焼失したため、独立校舎
を設けることが決まり、加茂町陣ヶ峯を校地に定め整地作業が進められていた。しかし、この問題
に熱心であった田下政治加茂町長の入院や戦局の悪化が重なり、計画は中止されたままであった。
折から、連合国軍最高司令官総司令部の占領計画に変更が有り、新発田の東部五十六部隊兵舎跡
に進駐したアメリカ軍が引き上げたため、新発田町議会でその跡地へ青年師範学校を誘致すること
が決まり、昭和21年３月には移転が完了した。
昭和24年５月には北日本総合大学誘致運動に伴い新制新潟大学が設立され、新潟青年師範学校は
新潟大学新発田分校として発足することになった。そして昭和26年３月、最後の卒業生を送り出し、
その歴史に幕を閉じたのである。新発田分校は、後に高田分校とともに統合され、現在の新潟大学
教育学部の母体となったのであった。
６ ま と め
文部科学省の発表によれば、平成21年度の高等学校進学率は全国平均で97.9％に達しており、戦
後の教育制度改革を経て中等普通教育はもはや準義務教育と言える状況に至っている。青年学校の
教育は男子のみ先行という形ではあったが戦前から既に義務化されており、尋常小学校卒業後から
徴兵に至る19歳迄を就学期間としていた。青年学校制度は新制中学校や新制高等学校にどのように
引き継がれ、制度的な矛盾はどのように解消されていったのか、青年学校制度と中等教育制度の統
合過程について、さらに詳細な分析が必要である。
青年学校の教授及訓練科目は職業科のみならず、普通学科にあっても「土地ノ事情ニ應ジテ適宜
之ヲ授クベシ???」とされていた。新潟県中越地域における中等普通教育の成立過程を理解するため
には、終戦直前に官立移管され新制新潟大学教育学部へと姿を変えていった新潟青年師範学校の教
育と、この地域で行われていた青年学校教育のさらなる実態解明が必要である。
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3) 『學事 勵ニ關スル被仰出書』（明治五壬申年八月二日太政官布告第二百十四號）（學制序文）
4) 『學制』第二十七章（明治五年八月三日文部省布達第十三号別冊）
5) 『實業補習學校規程』（明治二十六年十一月二十二日文部省令第十六號）、『實業補習學校規程ノ趣旨及施行ノ順序等ニ
關スル訓令』（明治二十六年十一月二十二日文部省訓令第十二號）
実業補習学校の名称が我が国の教育制度に現れるのは『小學校令』改正（明治二十三年十月七日勅令第二百十五號）に
際し、同令中に於いて
第二條 徒弟學校及實業補習學校モ亦小學校ノ類トス
第九條 實業補習學校ノ教科目及修業年限ハ文部大臣之ヲ定ム
第十四條 小學校ノ休業日ハ日曜日ヲ除ク外毎年九十日ヲ超エサルモノトス但シ徒弟學校、實業補習學校、補習科ニ
就テハ此ノ限リニアラス
第三十八條 第三十六條及第三十七條ノ規定ハ徒弟學校及実業補習學校ニ關シテ適用ス
と規定されたのが最初であるが、この規定によって設立された実業補習学校は一校もなく、実際に実業補習學校が開設
され始めるのは『實業補習學校規程』制定後の明治二十七年以降のことである。新潟県に於いて實業補習學校が開設さ
れたのは、明治三十二年四月に西頚城郡能生町立能生尋常小学校に附設された「町立能生水産補習學校」が最初であっ
た。
6) 明治19年の『小學校令』第十二條について出された勅令第十四號第四條（明治十九年五月二十五日官報）には「土地ノ
状況ニ因リ六箇月以上十二箇月以内児童ヲシテ既修ノ學科ヲ温習シ且之ヲ補習セシムルコトヲ得但尋常小學校ニ於テ
ハ修業年限ノ外高等小学校ニ於テハ修業年限ノ内ニテ之ヲ設クヘシ」と有り、尋常小学校を卒えた生徒に対して高等科
でない授業が制度化されていた。文部省は尋常小学校を一応の完成教育としており、明治23年の『小學校令』（明治二
十三年十月六日勅令第215號）第七条において「尋常小學校又ハ高等小學校ニ補習科ヲ置クコトヲ得」とした対象は、
「實際ノ業務ニ従事スル者」を想定したものであった。補習科の授業時間が夜間や休業日、通常の時間外とされたのは
そのためであったが、その教育内容は単に尋常小学校の「練習補習」には留まらず、経済的理由によって上級学校に進
学できない者への代替教育を補償するものであった。
実業補習学校も小学校に併置される「補習学校」の形をとってはいるが、尋常小学校卒業後も学習の継続を望む一般勤
労青年に対して、その教育を補う志向を持っていたことを見落としてはならない。
7) 『新潟縣學事年報』および『新潟縣統計書』（各年度）から作成
8) 『實業學校令中改正』（大正九年十二月十六日勅令第五百六十四號）
第四條 郡市町村、北海道沖縄縣ノ區、北海道ノ一級町村二級町村、市町村學校組合及町村學校組合ハ實業學校ヲ
設置スルコトヲ得
第十二條 削除
設置者の範囲を広げるとともに、旧第十二條「公立實業補習學校職員ノ名 待遇ハ公立小學校ノ例ニヨル」を削除する
ことで、實業補習學校職員の待遇を中等学校に準ずることとし、新教育の充実を図ることとした。
『實業補習學校規程』（大正九年十二月十六日文部省令第三十二號）
第一條 實業補習學校ハ小學校ノ敎科ヲ卒ヘ職業ニ従事スル者ニ對シ職業ニ對スル知識技能ヲ授クルト共ニ國民
生活ニ須要ナル敎育ヲ爲スヲ以テ本旨トス
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第二條 實業補習學校ノ課程ヲ前期、後期ニ分チ其ノ修業年限ハ前期二年、後期ハ工業又ハ商業ニ關スル學校ニ在
リテハ二年、農業又ハ水産ニ關スル學校ニ在リテハ二年乃至三年ヲ標準トス
第五條 中略、女子ニ課スヘキ學科目ハ前期ニ在リテハ修身、國語、數學、家事、裁縫及職業ニ關スル學科目トシ
後期ニ在リテハ修身、國語、家事、裁縫及職業ニ關スル學科目トス但シ前期ノ家事又ハ裁縫、後期ノ國語、
家事、裁縫中二學科目以内ハ之ヲ缺クコトヲ得
実業補習学校の本領を明確にするとともに、その課程を前期・後期とし尋常小学校卒業後４～５年の修業年限を最も適
当とし、女子に対する規定も明記された。
9) 『新潟縣學事要覧』（大正十三年六月十七日新潟縣學務課）「尋常小學校卒業後状況調」より算出
10) 新潟県は大県の割に実業補習教育が低調で、これが産業全般の劣勢の原因と考えられていた。『道府縣学事比較』（大正
九年三月十六日山口縣廳）によると、大正六年度末の「人口十万人当たりの実業補習学校在学生徒数」は第１位の長野
県3992.36人に対して、新潟は988.24（第31位）とわずか４分の１に過ぎない。女子の就学率が高く、中等教育諸学校
に負けない特色ある実業補習教育を展開している長野県とは、内容面でも大きな隔たりがあった。
11) 『實業補習敎育振興訓令』（大正九年九月二十四日新潟縣訓令三十三號）
「而シテ其ノ實業補習學校在學生徒ト雖モ多クハ期節ママ實業補習學校ニシテ且ツ修業年限ノ短キモノ多キヲ以テ未タ
十分ナリト為ス能ハス最近ノ壮丁學力調査ニツイテ見ルモ尋常科卒業者六千二百五十六人中國語、算術成績丙ナルモノ一
千五百四十七人高等科二年終了者一万三千二十人中等シク成績丙ナルモノ三千百四十人ノ多キヲ見ル念フニ斯ノ種ママ
國民ニ対シ學力ヲ補充シ以テ其ノ職業上ノ能率ヲ増進スルハ國力充實ノ根本ナリ」
「小學校敎育ノ効果ヲ完カラシメ靑年期ノ修養ヲ有効ナラシムヘキ實業補習敎育ハ決シテ短時日ヲ以テ完成スヘキモ
ノニ非ス本縣現在ニ於ケル實業補習學校ノ修業期間ハ概シテ甚タ短キニ失セリ是レ補習敎育ノ本義ヨリ見テ遺憾トセ
サルヲ得ス夫ノ毎週敎授時数ノ如キ若シクハ昼夜、学修ママ時刻ノ別ニ至リテハ必スシモ上下學年ヲ通シテ同一ナルヲ
要セサルヘク要ハ修學習業ノ本旨ヲ達成セシムルニ在リ爾今成ルヘク丁年ニ達シ又ハ婚嫁スル迄ハ學ヲ離レサルノ方
針ニ依リテ之カ修業ヲ督励スヘシ」
12) 『本縣ノ實業補習敎育是』（大正九年十二月十七日新潟縣訓令四十五號）
「尋常小學校卒業後左記ノ期間ヲ學齢トシ其ノ期間ハ義務敎育ニ準シ就學セシムルコト但シ高等小學校又ハ之ト同等
以上ノ學校ニ於ケル在學年數ハ其ノ期間ニ算入ス
イ、商工補習學校ハ四ヶ年
ロ、農業及水産補習學校ハ八ヶ年但シ土地ノ状況ニヨリ五ヶ年トナスコトヲ得
ハ、女子補習學校ハ四ヶ年」
「市町村ハ團体規約其ノ他ノ方法ニ依リ前項ニ準シ義務敎育制ノ徹底ヲ能フ限リ期スヘキコト」
「當事者此ノ旨ヲ體シ各地ノ事情ニ適切ナル方途ヲ選ヒ上下協力以テ其ノ實績ヲ挙クルニ努ムベシ」
13) 『陸軍現役将校學校配属令』（大正十四年四月十一日勅令第百三十五號）の制定により、大学を除く官公立の中等以上
の学校に陸軍の現役将校が配属され、学校教練の指導に当たることになった。教練は必修科目として体操の中に位置付
けられ、教練を卒えた者には徴兵猶予や兵役期間短縮などの恩典が与えられた。
14) 『学制百年史資料編』第７表、第８表（文部科学省）によれば、昭和九年度の実業補習学校数は15,306校、青年訓練所
は15,795校、男子の生徒数は前者が857,404名、後者が81,8681名とほぼ拮抗していた。
『靑年訓練所規程』（大正十五年四月二十日文部省令第十六號）第六條には「地方長官ニ於テ當該實業補習學校ノ課程
ヲ靑年訓練所ノ課程ト同等以上ト認ムル場合ハ當該實業補習學校ヲ以テ靑年訓練所ニ充ツルコトヲ得」という充用規定
が定められていたが、実業補習学校の学科目にただ教練科を付け足すようなことでは審査を通らず、「靑年訓練所ニ充
用」認可となる実業補習学校はわずかで、大半が実業補習学校の有るところに青年訓練所を「特設」せざるを得ず、設
置者である市町村と兼務を行う小学校教員の負担が大きかった。
15) 『靑年學校令』（昭和十年四月一日勅令第七十號）第一條
16) 『靑年學校令』第八條、さらに本令の附則「本令施行ノ際現ニ存スル公立ノ實業補習學校及靑年訓練所ハ之ヲ本令ニ依
リ設置シタル靑年學校ト看做ス」によって実業補習学校と青年訓練所の二重学籍問題は解消された。
17) 『靑年學校規程』（昭和十年四月一日文部省令第四號）第一號表、第三號表より作成
18) 『靑年學校規程』（昭和十年四月一日文部省令第四號）第二號表、第四號表より作成
19) 『敎育審議会官制』（昭和十二年十二月十日勅令第七百十一號）
第一條 敎育審議会ハ内閣総理大臣ノ監督ニ属シ其ノ諮問ニ応ジテ敎育ノ刷新振興ニ關スル重要事項ヲ調査審議ス
20) 義務教育年限の延長は国家の重要課題であると同時に、全国教育者の一致した要望であり、廣田内閣の方針に勢いを得
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た当時の各県教育雑誌には「何故義務教育は今延長しなければならぬか」という論陣が張られている。国家財政の負担
を理由にした延長反対論に対して、義務教育の延長は容易であるとして、次のような記述が見える。『新潟縣敎育』昭
和十一年八月新潟縣敎育會発行 P103
「あり餘る金があればいかに凡庸な政治家でも之を實行することが出來る。食ふものを減しても子女を敎育するが親心
である。眼前の問題にのみ囚はれずに眞に國民發展の源泉に培ふことを念ずる偉大なる政治家であったならば、この
行に何の逡巡かあらん。況や靑年學校普通科の代用を以てせば、これに要する經費は臨時費に於て八百萬圓、經常費一
千二百萬圓に過ぎない、三十億の豫算を計上せんとするものにとって、一千二百萬圓の捻出がさ程問題であらうか。（中
略）これをしも尚反對するものあらば、それは全然國民敎育に對する認識なきものと云われても仕方はあるまい。」
21) 昭和12年１月21日の第70回帝国議会に於いて政友会の元衆議院議長、濱田國松代議士と寺内寿一陸相との間で起こった
論争、所謂「腹切り問答」が発端となって議会は空転した。廣田内閣は総辞職し、軍部の支配が強まっていった。
22) 『靑年學校令改正及同施行規則制定ノ要旨竝ニ施行上ノ注意事項』（昭和十四年六月二十六日文部省訓令第十九號）「十
五 女子靑年學校敎育ニ關スル事項」には、次のように書かれている。
國民活動ノ源泉ニ培ヒ國家ノ進展ヲ圖ル爲ニハ男子ト竝ビテ女子ノ敎育ノ振興ヲ必要トスルハ言ヲ俟タズ従テ女子ニ
就キテモ靑年學校敎育ヲ義務ト爲スハ最モ望マシキ所ナルモ現下ノ我ガ國情ト女子靑年學校敎育普及ノ實情トハ直ニ
之ヲ實現スルヲ困難トスルヲ以テ女子靑年學校敎育ニ就キテハ今後一層就學ヲ勸奨スルト共ニ專任敎員ノ養成竝ニ之
ガ配置ノ普及、敎育内容ノ改善充實ニ力ヲ注ギ以テ將來成ルベク速ニ義務制ノ實施ヲ期セントス宜シク此ノ意ヲ體シ女
子靑年學校敎育ノ振興ニ一段ノ努力ヲ致スベシ」
23) 青年教育に対する県民の期待は大きく、県としてもその重要性を認識していたことは施行細則からも窺える。
『靑年學校令施行細則』（昭和十年四月二十六日新潟縣令第三十九號）
第五條 靑年学校等ヲ他ノ學校ニ併設スル場合ニ於テハ專用敎室ヲ設クベシ但シ已ムヲ得ザル事情ニヨリ之ヲ設
ケ得ザル場合ハ其ノ事情ヲ知事ニ開申スベシ
第六條 夜間ニ於テ教授及訓練ヲ行フモノニアリテハ敎育上及衛生上支障ナキ照明其ノ他ノ設備ヲ為スベシ
第二十六條 專任敎員ヲ置キ難キトキハ其ノ事由並ニ猶予期間ヲ具シ設置者ニ於テ知事ノ認可ヲ受クベシ
さらに、縣知事に提出された『本縣靑年敎育振興方策』（昭和十一年一月十三日縣敎育會調査部作成）には、「本縣靑年
敎育ノ現状ヲ観ルニ、市町村靑年敎育費ノ支出額竝県費ノ補助額僅少ニシテ、爲ニ靑年學校數ノ多キニ比シ其ノ專任敎
員ノ數之ニ伴ハズ、實習實践其ノ他ノ設備亦不完全タルヲ免レズ特ニ女子靑年敎育ニ至リテハ甚ダ不振ノ状態ニアリ」
として「制度ニ關スル件」で「靑年學校義務制ノ實現ヲ期スルト共ニ工場法改正・商店法制定ヲ促進スルコト」や、「設
備ニ關スル件」として「靑年學校ニハ成ルベク獨立校舎又ハ專用教室ヲ設クルコト」、「靑年學校ハ實習場實践室及教練
科ノ設備ヲ充實スルコト」、「靑年學校ニハ簡易図書館ヲ附設スルコト」、「各地方ニ靑年ノ修養場ヲ設置スルコト」など
が指摘されていた。
24) 『大日本帝國文部省年報』および『新潟縣統計書』（各年度）から作成
25) 『靑年學校名簿』（昭和十二年三月文部省社會敎育局）から作成
26) 『越佐敎育』（大正九年二月號越佐敎育雑誌社 P36～P38「南蒲原郡長澤村補習敎育の概況」）
27) 『新潟県教育百年史大正・昭和前期編』（昭和48年３月15日新潟県教育委員会 P219）
28) 『昭和十二年度學事統計』（昭和十四年四月二十五日新潟縣統計課）表10「靑年學校」から作成
29) 『靑年學校敎員養成所令』（昭和十年四月一日勅令第四十七號）附則
「本令ハ公布ノ日ヨリ之ヲ施行ス實業補習學校敎員養成所令ハ之ヲ廢止ス本令施行ノ際ニ現ニ存スル實業補習學校敎
員養成所ハ之ヲ本令ニ依リ設置シタル靑年學校敎員養成所ト看做ス」
30) 『靑年學校敎員養成所規程』（昭和十年四月一日勅令第六號）附則
「本令ハ公布ノ日ヨリ之ヲ施行ス實業補習學校敎員養成所令施行規則ハ之ヲ廢止ス」
31) 『師範敎育令中改正』（昭和十九年二月十七日勅令第八十一號）
32) 青年師範学校生徒には、他の師範学校と同様の特典と義務が定められていた。昭和十九年度の例である。
『新潟縣立靑年學校敎員養成所生徒募集要項』（昭和十九年一月二十八日新潟縣告示第56號）
一、特典竝ニ義務
イ、兵役ノ入營営延期 徴兵適令ママ者ハ入營ヲ延期セラル
ロ、卒業ト同時ニ靑年學校敎諭ノ資格ヲ附與セラレ直ニ公立靑年學校敎諭ニ任用セラル
ハ、義務年限 卒業後三年本縣内靑年學校敎諭タルノ義務ヲ有ス（延長見込ミ）
一、 授業料 徴収セズ
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一、 學資補助 年額三百圓ノ給費ヲ支給ノ見込
一、 昭和十九年度ヨリ官立ニ移管ノ見込
33) 『大日本帝國文部省年報』および『新潟縣統計書』（各年度）から作成
34) 『三條市敎学概況』（昭和二十年四月三十日現在三條市敎學課）
35) 『三條市敎学概況』（昭和二十年四月三十日現在三條市敎學課）から作成
36) 『新潟大学二十五年史総編』（昭和55年３月21日新潟大学二十五年史編集委員会 P39～40）
37) 昭和18年度新潟青年学校教員養成所入学生の方から聞き取り調査したところ、初年度はきちんと教育心理や教育原理、
各教科等の「座学」と各種実習等が行われていたそうである。
38) 『昭和十八年以降昭和二十年十二月迄三條市認可申請文書綴』には次のような資料が残されている。
「私立皇國第二五八九工場靑年學校（三條航空機靑年學校）廢止認可申請」（昭和20年９月５日）
「私立長谷川工業青年学校」（同10月９日）
39) 『新日本建設ノ教育方針』は GHQの指令を待たずに文部省から出されたもので、「 争終結ニ關スル大詔ノ御趣旨ヲ奉
體シテ世界平和ト人類ノ福祉ニ貢献スベキ新日本ノ建設ニ資スル」がため、「謙虚反省只管国民ノ教養ヲ深メ科学的思
考力ヲ養ヒ平和愛好ノ念ヲ篤クシ智徳ノ一般水準ヲ昂メテ世界ノ進運ニ貢献スル」との決意が率直に語られている。
40) 『靑年學校敎授及訓練科目要旨』（昭和十年八月二十一日文部省訓令第十九號）
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